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１．はじめに 降雨や融雪による農地での土壌流亡は、肥沃な土壌の流出による生産性

低下を引き起こす。一方、IPCCの第 5 次評価報告書では、地球温暖化が継続することで、

降水量が増加するとともに、激しい降雨の回数も多くなる地域があるとしている。すなわ

ち、土壌流亡の問題が深刻化する可能性があるということである。土壌流亡量を許容値以

下に抑制するための対策を計画するには、土壌流亡量を予測する必要がある。

本研究では、文部科学省が実施している気候変動適応研究推進プログラム（RECCA）

の研究成果である降水量の予測値を利用し、USLE（汎用土壌流亡量推測式）を用いて北

海道における将来の土壌流亡量を予測した。

２．降水量予測値の概要 降水量の予測値は、RECCA 北海道グループの「北海道を対象

とする総合的ダウンスケーリング手法の開発と適用」の研究成果を利用した。RECCA 北

海道グループでは、3 種類の全球気候モデルと 3 種類の地域気象モデルの組合せにより、

10km メッシュにダウンスケーリングされた 9 パターンの気候を計算した。「将来」の条件

は、社会経済シナリオが、経済発展を重視しつつ化石燃料と新エネルギーの技術をバラン

ス良く使う社会（SRES A1Bシナリオ）で、気候モデルの推測による全球平均気温が現在

に比べて 2 ℃程度上昇した年代である。計算された予測値は、メッシュ内にある気象庁の

気象観測地点に 4～ 11 月降水量、および 12 ～ 3

月降水量として付与した。また、比較のための

「現在」（1990 年代）についても計算値を用い

た。

３．USLE各係数の設定

(1)降雨係数（R )：R は、降雨流出係数(Rr)と

融雪流出係数(Rs)の和として算出される。Rr
は、気象庁観測点の実測値から 4 ～ 11 月の総

降水量と Rr の関係式を各観測地点ごとに求め、
関係式に予測値を代入して、気象観測点ごとの

値を求めた。Rs は、USLE の定義どおり、冬期

間（12 ～ 3 月）降水量（cm）を 1.0 倍すること

で求めた。Fig.1 に各モデルによる現在の R を

示す。各モデルにより数値は大きく異なってい

ることが分かる。そこで、本稿では RMSE によ

り、「現在」の推定値と実測値の降雨係数を比
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較し、最も誤算の小さかったモデルの組合せ（NCAR-WRF）による計算値を採用すること

とした。

(2)土壌係数（K ）：Kは , 既存の土壌図データを統合して新たな土壌図を作成し、これに土

壌区分ごとに整理されている値
1)を付与することで、北海道全域の分布図を作成した。使

用した土壌図データは、国土交通省から発行されている 20 万分の 1 土壌図 と、地力保全

基本調査により作成された 5 万分の 1 土壌図である。

(3)地形係数（LS ）：LS は、USLE の定義による値との相

関が高い以下の式 2)により、GIS の機能を用いて算出し

た。利用した DEM は基盤地図情報の 10m メッシュ標高

データである。

LS = 1.4(As/22.13)0.4(sinβ/0.0896)1.3 (1)

As：単位幅当り集水域(m2/m), β：勾配(度)
(3)作物係数（C ）：係数設定の基礎となる土地利用図は国

土数値情報の土地利用細分メッシュデータを用いた。

土地利用種別のうち、「その他の農用地」以外には、渡

辺
3)
が整理した C 値を適用した。「その他の農用地」に

は、農水省から公表されている農林水産統計公表資料

の作付面積と、事業計画指針
4)に整理されている C 値か

ら、各市町村ごとの平均値を求めて付与した。

(4)保全係数（P ）：農地では縦畝（P=1.0)と横畝（P=0.323、

谷山
1)による）の比率が 1:1と仮定し、平均である P=0.66

とした。農地以外は P=1.0とした。

４．土壌流亡量算出結果 「現在」と「将来」の北海

道全域の土壌流亡量を算出した。降雨係数の上昇のた

め、ほぼ北海道全域で土壌流亡量が増加する結果とな

った(Fig.2)。農地部分で許容流亡土量(10t/ha/y)を超過し

ている部分のみ表示すると Fig.3 のようになる。許容流

亡土量を超過している農地は、全道に分布しており、

面積は「現在」が 2,141km2
、「将来」が 2,527km2

と約 2

割増加する予測結果となった。とくに、十勝では超過

農地の増加が顕著にみられた。

５．おわりに 土壌流亡量算出の結果、許容流亡土量

を超過する農地が 2 割程度増加すると予測された。USLE

の各係数の設定手法には課題も残っているが、広域評

価の手法としては概ね妥当と考えている。
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Fig.2 土壌流亡量算出結果
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